	シナリオ演習１：判定実施本部業務

地震発生直後から県災害対策本部への支援要請まで

	演習内容（建築物応急危険度判定行動マニュアルＰ９～13）
①地震発生時の情報収集
②判定実施要否の決定・本部の連絡

③判定実施本部の設置

④公共建築物等の判定業務の実施

⑤判定実施計画の策定

⑥県災害対策本部への支援要請

⑦地元判定士への参集要請


	演習目的
① 判定実施本部業務の内容を把握する。

② 県災害対策本部への支援要請までの流れを把握する。
③ 指示、報告等の伝達方法を把握する


	設定日時　震災当日
設定場所　判定実施本部内


【手元に準備するもの】

①シナリオ演習１資料　（P２－１～４）
②伝紙１～１０（各班配布）
【演習手順】

①伝紙は実施本部長の手元に置く。
②伝達シナリオを以下の３つの場面に区切り、場面Ｂについて演習を実施。（場面Ａについてはコーディネーター分科会員（アドバイザー）による演習のデモ、場面Ｃについては説明のみを実施。）
場面Ａ：地震発生直後の対応

場面Ｂ：判定実施のための体制構築（伝達シナリオ番号11～22）

場面Ｃ：判定実施計画の策定及び県災害対策本部への支援要請
③演習における伝達の方法は以下のとおり。
ア）口頭での伝達
伝達元（判定実施本部長（建築指導課長）、職員判定士）が時刻、伝達元、伝達先及び伝達シナリオに記載の指示内容・伝達内容を読み上げる。ただし、判定実施本部外が伝達元となる場合はアドバイザーが読み上げる。
読み上げ方
○○時○○分。（伝達元）から（伝達先）宛。（伝達シナリオの指示内容・伝達内容）～ください。
イ）伝紙での伝達
実施本部長は、口頭での伝達を行ってください。その後、連絡係は、その伝紙の発信番号、発信日時（伝達シナリオに記載の想定時刻）及び発信者氏名を記入した後（情報記入欄は記入済み）、下記読み上げ方により発信日時、発信機関名、経由機関名、伝達機関名及び情報記入欄の内容を読み上げてから伝紙をアドバイザーに渡す。

読み上げ方
○○時○○分。（発信機関名）から（経由機関名）を経由して（伝達先機関名）宛。（伝紙の情報記入欄の記載内容）～ください。










【ポイント】
①応急危険度判定の要否、公共建築物の判定実施は、震災直後に求められる対応であり、また、この時期は混乱期であることから、平常時の事前準備や、日頃の訓練（演習）が必要である。
②応急危険度判定の要否の判断は、市町村災害対策本部が行う。応急危険度判定に携わる課として、適切な情報収集を行ったうえで、判定実施要否に関する資料を迅速かつ適切に作成して、市町村災害対策本部への提出が求められる。（平常時に、災害時の対応について、防災対策関連部署と調整を行っておく）
③災害拠点施設となる公共建築物の判定についても、平常時から、実施方針や判定に必要な物品の整備を行う必要がある。

資料２





判定実施本部内のやり取りは口頭で行う。
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判定実施本部外のやり取りは伝紙で行う。
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